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資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律の概要

○ 令和６年３月15日に「資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律案」について閣議決
定し、第213回国会で成立。

○ 本法においては、脱炭素化と再生資源の質と量の確保等の資源循環の取組を一体的に促進するため、基本
方針の策定、特に処分量の多い産業廃棄物処分業者の再資源化の実施の状況の報告及び公表、再資源化事業
等の高度化に係る認定制度の創設等の措置を講ずる。

• 再資源化事業等の高度化に係る国が一括して認定を行う制度を創設し、生活環境の保全に支障がないよう措置を講じさせた上で、廃棄物
処理法の廃棄物処分業の許可等の各種許可の手続の特例を設ける。

• 再資源化事業等の高度化を促進するため、国として基本的な方向性を示し、一体的に取組を進めていく必要があることから、環境大臣は、
基本方針を策定し公表するものとする。

基本方針の策定

再資源化の促進（底上げ）

＜➀事業形態の高度化＞ ＜③再資源化工程の高度化＞
 製造側が必要とする質・量の再生材を
確保するため、広域的な分別収集・再
資源化の事業を促進

再資源化の高度化に
向けた全体の底上げ

＜②分離・回収技術の高度化＞
 分離・回収技術の高度化に係る施
設設置を促進

 温室効果ガス削減効果を高めるた
めの高効率な設備導入等を促進

再資源化事業等の高度化の促進（引き上げ）

例：AIを活用した高効率資源循環
例：ガラスと金属の

完全リサイクル
例：ペットボトルの水平リサイクル

• 再資源化事業等の高度化の促進に関する判断基準の策定・公表
• 特に処分量の多い産業廃棄物処分業者の再資源化の実施状況の報告・公表

※認定の類型（イメージ）

脱炭素化の推進、産業競争力の強化、地方創生、経済安全保障への貢献

画像出典：PETボトルリサイクル年次報告書2023 (PETボトルリサイクル推進協議会) 画像出典：太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン 画像出典：産業廃棄物処理におけるAI・IoT等の導入事例集

第２13回通常国会で成立
令和６年５月29日公布

令和７年２月１日一部施行
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（参考）認定制度における各類型と資源循環のイメージ

• 再資源化事業等の高度化の促進を促進するため、国が一括して再資源化事業等の高度化に係
る認定（３つの類型）を行い、生活環境の保全に支障がないよう措置を講じさせた上で、廃
棄物処理法の廃棄物処分業の許可等の各種許可の手続の特例を設ける制度を創設。

再生材の
確実な供給

GHG排出

製造

消費

天然資源投入

最終処分戦略的な
分別・収集

再資源化

高度な
技術の実装

再生材の質と量を確保
①高度再資源化事業

 製造側が必要とする質・量の再生材を
確保するため、広域的な分別収集
・再資源化の事業を促進

②高度分離・回収事業
分離・回収技術の高度化に係る

施設設置を促進

③再資源化工程の高度化
温室効果ガス削減効果を高めるため

の高効率な設備導入等を促進

再資源化の
生産性の向上

最終処分
※イメージ図中の×は削減・抑制を含む
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再資源化事業等高度化法に係る今後のスケジュール

2024年
５月 法律の成立、公布

2025年
２月 法の一部施行（基本方針、判断の基準）

9月末～10月末 政令・省令等の案のパブリックコメントの実施

10月末～11月上旬 政令・省令等の公布

施行に向けた手引き・ガイドライン等の策定

11月21日（目標） 全体施行（認定制度、報告・公表制度※など）
※ 報告義務については、急な負担とならないように考慮



政令・省令等のパブリックコメント案の概要
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廃棄物の合理的な収集・運搬、再資源化、再生材の安定供給を行う事業計画を国が一括認定する
ことにより、再生材を活用した循環サプライチェーンを構築する動静脈連携事業の創出を促進

制 度 趣 旨

例：ペットボトルtoペットボトル

【パブリックコメント案の概要】 類型① 高度再資源化事業のポイント

 認定事業計画に基づいて行う、「廃棄物の収集・運搬又は中間処分の業」（再委託含む）や「廃
棄物処理施設の設置」について、本来、必要となる廃棄物処理法の許可が不要

 廃棄物処理におけるDXを活用した手続きのスマート化（再委託に関する情報把握、収集・運搬
者情報の管理、トレーサビリティ等）

認定事業の特例

事業に求める要件例

• 再生材の大部分が供給される具体的な需要
者（動脈事業）が確保されていること

• 取り扱う廃棄物や再生材について、トレーサ
ビリティが確立されていること

• 責任分界点、管理体制が明確であること

• 定量的指標（GHG、資源循環効果）評価

対象となる事業

 製品等の原材料を代替する質・量の再生材を安定して供給する事業
 わが国の資源循環に資する事業に再生材を供給する事業
 地域との調和や地域振興・地域発展に資する事業
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今後、再資源化事業の創出が必要と見込まれる特定の廃棄物を指定した上で、より高度な技術を用
いて有用な再生材を回収する再資源化事業を促進

制 度 趣 旨

例：ペットボトルtoペットボトル

【パブリックコメント案の概要】 類型② 高度分離・回収事業のポイント

 認定事業計画に基づいて行う、「廃棄物の中間処分の業」や「廃棄物処理施設の設置」について、
本来、必要となる廃棄物処理法の許可が不要

 指定する廃棄物、高度な技術を用いた処理方法の限定の上で、廃棄物処理法に準じた基準では
カバーできない処理方法については、合理的な処理基準や施設基準

認定事業の特例

事業に求める要件例

• 特定の再生材を回収できる高度な技術を用
いた事業であること

• 周辺生活環境に影響がないこと • その他、必要に応じて廃棄物ごとに告示で定
める技術的な基準を満たすこと

• 定量的指標（GHG、資源循環効果）評価

対象となる事業

 告示で指定する廃棄物（まずは太陽電池、リチウムイオン蓄電池、ニッケル水素蓄電池を想定）
• 社会的に必要な製品で、今後さらに廃棄物排出量の増加が見込まれるもの
• 現時点で有効な再資源化工程が確立、さらに高度と整理される技術を用いた事業が存在
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（参考）太陽電池の処理技術の分類

出典：太陽光発電設備リサイクル制度小委員会・太陽光発電設備リサイクルワーキンググループ 合同会議(第２回)資料

• 比較的分離が容易なアルミ、銀等が含まれるセルシートの回収のほか、ガラスについては再資源化
方法により板ガラス等の原材料、路盤材等再生材の品質により用途が異なる。
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【パブリックコメント案の概要】 太陽電池のリサイクル

【類型②認定対象となる高度な太陽電池の再資源化事業】
• 板ガラスの原材料として利用できる品質のガラスを回収できる再資源化事業

出典：太陽光発電設備リサイクル制度小委員会・産業構造審議会イノベーション・環境分科会資源循環経済小委員会太陽光発電設備
リサイクルワーキンググループ 合同会議（第２回）資料１

 「切断」や「ガラス破砕」については、破砕施設の技術上の基準が参照可能
 一方で、「熱処理」の熱分解処理方式については、現状では、「炭化水素油又は炭化物を生成する場
合」についてのみ詳細な基準が設けられているため、本認定制度を通じて国が対象事業を審査すること
を前提に、新たに「太陽電池の熱分離を行う場合」の基準を告示案で規定。
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【パブリックコメント案の概要】 類型② 廃太陽電池の熱分離方法に関する告示案

焼却処理施設
熱分解処理施設

太陽電池 熱分離事業（告示案） 炭化水素油・炭化物生成事業(既存)
法的位置づけ 廃棄物処理施設（要・設置許可） 廃棄物の処分の用に供する施設（設置許可不要※）

想定される
処理

燃焼室に必要な量の空気（酸素）を
加えながら、物を燃焼し無害化・減容化

燃焼させないように処理室に酸素を加えずに
約400～500℃まで加熱し、EVA樹脂を分離 酸素を入れないことで物を燃焼させず

に加熱し、炭化水素油又は炭化物を
生成処理室に酸素を加えながら約400～500℃

まで加熱し、EVA樹脂を分離・酸化促進

流入空気の
規定

空気取入口及び煙突以外に焼却室と
外気との接続なし 特に規定を設けない 分解室内への空気の

流入を防ぐ
必要な空気量の供給が可能

処理室内能力 燃焼ガスの必要な温度の維持 必要な温度の維持 必要な温度及び圧力の維持

排ガス処理

＜廃棄物の燃焼処理能力＞
800℃以上２秒以上滞留可
200℃以下に冷却可能

<生成ガスの燃焼処理能力>
800℃以上２秒以上滞留可

高い生成効率事業以外は、生成ガス
を燃焼させない方法で処理すること
燃焼させる場合は排出口から黒煙が
排出されないこと排ガスを生活環境保全上の支障が生じ

ないようにする排ガス処理設備（高度な
機能を有するもの）が設けられていること

排出口から黒煙の排出なし

排ガスを生活環境保全上の支障が生じないよ
うにする排ガス処理設備が設けられていること

生成ガスは生活環境保全上支障が生
じないよう処理し排出すること

大気汚染物質
の基準と測定

【基準】ダイオキシン類：0.1～
5.0ng/m3、CO：100ppm
（＋大防法におけるばい煙規制）

【基準】・【測定】
廃棄物焼却施設が満たすべき排気ガスの濃度
や測定頻度を満たすこと
＋
生成ガスの中に生じうるフッ化水素についても、
排気における合理的な自主基準を設けること

特に規定なし
【測定】ダイオキシン類：年１回、
ばい煙量・濃度：6か月に１回、
CO：連続測定

※ 一般廃棄物の処理能力が５トン/日以上であるごみ処理施設を除く

 今後、類型②において指定する廃棄物・再資源化事業別に、廃棄物処理法に準じた基準でカバー
できていない場合には、同様に合理的な基準を検討・策定していく
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既に設置されている廃棄物処理施設において、温室効果ガスの排出量の十分な削減が見込まれる設
備の更新等を促進

制 度 趣 旨

例：ペットボトルtoペットボトル

【パブリックコメント案の概要】 類型③ 再資源化工程の高度化のポイント

 認定計画に基づいて行う、既に設置されている「廃棄物処理施設の変更」について、本来、必要と
なる廃棄物処理法の許可が不要

認定事業の特例

事業に求める要件例

• 申請者が、既存制度で推奨・求めている取組
を実施していること（優良産廃処分業者の取
得、多量排出事業者の処理計画）

• 高度化法で定めた判断の基準に係る取組を
実施していること

• 定量的指標（GHG）評価
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（参考）再資源化事業等高度化法の事業と廃棄物処理法許可事業の各基準

廃棄物処理法 再資源化事業等高度化法
類型① 高度再資源化事業 類型② 高度分離・回収事業

事業内容の基準 ー
高度な再資源化事業に係る
①再生材の安定供給、
②トレーサビリティの確保

等の独自基準

高度な分離・回収技術に係る
再資源化の生産性の向上

等の独自基準

廃棄物処理施設
技術上の基準

廃棄物処理施設が満たすべき
構造等の基準

廃棄物処理法と同等
＋高度な再資源化に

資する構造

廃棄物処理法と同等
＋高度な分離・回収に

資する構造
廃棄物処理施設
維持管理基準

廃棄物処理施設が満たすべき
維持管理に係る基準 廃棄物処理法を適用 廃棄物処理法を適用

申請者の基準 欠格事由に該当しないこと 廃棄物処理法と同等 廃棄物処理法と同等

廃棄物処理施設及び
申請者の能力の基準

事業を適確に、継続して行うに
足りるものとして定める基準 廃棄物処理法と同等 廃棄物処理法と同等

廃棄物の
処理基準

廃棄物処理（収集運搬、処分
（それぞれ保管含む））に
おいて満たすべきの基準

一廃：廃棄物処理法を適用

産廃：廃棄物処理法と同等
＋①事業内容の証明方法、
②廃棄物の保管方法
等の独自基準

一廃：廃棄物処理法を適用

産廃：廃棄物処理法と同等
＋対象廃棄物ごとの高度な
分離・回収技術に特化した

独自基準

※ 類型③再資源化工程高度化事業における運用に係る各基準は、既存の廃棄物処理法等の規定による。
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【パブリックコメント案の概要】 その他の規定

一般廃棄物における熱分解に係る処理基準の規定に次を加える。
 認定高度分離・回収事業計画（類型②）に記載された廃棄物の処分の用に供する廃棄物処理施設の設備で
ある場合は、再資源化事業等高度化法に基づき環境大臣が定める基準に規定する構造とする。

マニフェストの交付を要しない場合の規定に、次を加える。
 高度再資源化事業計画（類型①）の認定を受けた者に当該認定に係る産業廃棄物の運搬又は処分を委託
する場合

適正な有害使用済機器の保管を行うことができる者の規定に次を加える。
 高度再資源化事業計画（類型①）の認定
 高度再資源化事業計画（類型①）の認定を受けた者からの委託（当該認定に係る認定高度再資源化事業
計画に従って行われる場合に限る。）

この法律等は、令和七年十一月二十一日から施行する。
（ただし、特定産業廃棄物処分業者に課す再資源化の実施の状況の報告の制度は、
初年度は、事業者の負担を考慮した運用とする予定）

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の一部改正】

【施行日】 （目標）
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